
　■私立学校行政関連法規（管理編）

　　学校法人　
・理事会 　　私学法3章

・評議員会 1節　通則

2節　設立

寄附行為 3節　管理

4節　解散

5節　助成及び監督

学
　
校
　
法
　
人

 　収益事業   〔認可〕

　（私学法26条）  　・寄附行為（私学法30条）

　 ・寄附行為変更（私学法45条1項）

　 ・解散（私学法50条）

　〔届出〕

　 〔教職員〕 　 ・役員変更（私学令2条2項）

 　・校長（学教則20条、21条、22条） 　 ・登記完了（登記事項変更）（私学令2条1項）

　 ・副校長・教頭（学教則23条） 　 ・寄附行為変更（私学法45条2項）

　 ・教諭等（教育職員免許法） 　〔命令〕

 　〔教育課程〕 　・必要な措置命令（私学法60条）　 　・収容定員の是正命令（私学助12条）

 　・小学校学習指導要領（平成29年文部科学省告示第63号） 　・学校法人解散命令（私学法62条）　・予算の変更勧告（私学助12条）

 　・中学校学習指導要領（平成20年文部科学省告示第28号） 　・収益事業停止命令（私学法61条）　・役員の解職勧告（私学助12条）

 　・高等学校学習指導要領（平成21年文部科学省告示第34号） 　 〔その他〕

　 〔設備、編成等〕 　・報告及び検査（私学法63条）

　 学教法3条、学教則40条、69条、80条、106条 　・証明書交付（登免法4条）（学校法人以外も可）

　・小学校設置基準（平成14年文部科学省令第14号） 　 〔認可〕

　・中学校設置基準（平成14年文部科学省令第15号） 　・学校（課程、学科）の設置、廃止（学教法4条）

　・高等学校設置基準（平成16年文部科学省令第20号） 諮問事項（私学法8条等） 　・設置者変更（学教法4条）

　　　校舎面積、運動場面積、教職員数等 　・学校（課程、学科）の設置、廃止認可　　 　・収容定員に係る学則変更（学教法4条）

　 〔その他〕 　・設置者変更認可　　

　 ・学校評価（学教法42条、49条、62条、70条） 　・収容定員に係る学則変更認可 　〔届出〕

　 ・情報提供（学教法43条、49条、62条、70条） 　・広域の通信制課程に係る学則変更認可 　・目的、名称、位置、学則（学教令27条の2）

　 ・個人情報保護（個人情報保護法） 　・学校閉鎖命令 　・経費及び維持方法の変更（学教令27条の2）

　 ・学校環境衛生（学校保健安全法6条） 　・寄附行為認可 　・校地・校舎等の権利取得、処分、

　 ・健康診断（学校保健安全法2章3節） 　・必要な措置命令 　　現状の重要な変更（学教令27条の2）

　・学校法人解散命令 　・分校の設置、廃止（学教令27条の2）

　・収益事業停止命令 　・校長変更（学教法10条）

　・収容定員の是正命令 　 〔報告〕

　・予算の変更勧告 　・報告の徴収（私学法6条）

　・役員の解職勧告　　　他 　 〔命令〕

　・学校閉鎖命令（私学法8条、学教法13条）

所轄庁
都道府県知事

（私学法4条）
※府は教育長に事務委任
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私立小・中・高・中等教育学校
（学教法2章、4章、5章、6章、7章）

私立学校審議会
 (私学法9条）

学
 
 

校
 
 

法
 
 

人

私
立
小
･
中
・
高
・
中
等
教
育
学
校

　・広域の通信制課程に係る学則変更認可（学教法4条）

所轄庁（大学等設置法人）

文部科学大臣（私学法4条）

１　私立学校行政関連法規

〔略称〕

学教法⇒学校教育法

学教令⇒学校教育法施行令

学教則⇒学校教育法施行規則

私学法⇒私立学校法

私学令⇒私立学校法施行令

私学則⇒私立学校法施行規則

私学助⇒私立学校振興助成法

登免法⇒登録免許税法

所税令⇒所得税法施行令

法税令⇒法人税法施行令



学校を廃止しようとするとき 必ず事前に私学課に相談すること

課程・学科を設置（廃止）しようとするとき 必ず事前に私学課に相談すること

必ず事前に私学課に相談すること

学校の位置を変更しようとするとき

住居表示により住所が変更されたとき

学校の名称を変更しようとするとき 「寄附行為変更届」、「学則変更届（認可申請）」も必要

校地の買い増し、又は売却をしようとするとき 必ず事前に私学課に相談すること

校舎の増築（改築）、又は取り壊し等をしようとするとき 必ず事前に私学課に相談すること

理事・監事が変更したとき（任期満了による再任を含む。）

登記事項を変更登記したとき

登録免許税の免除をうけようとするとき

寄付金控除等をうけようとするとき

現在の定員を増加（減少）しようとするとき
収容定員に係る学則
変 更 認 可 申 請

必ず事前に私学課に相談すること
「学則変更届（認可申請）」（位置の記載がある場合）、「校地
（校舎）変更届」、「寄附行為変更届」（事務所の所在地も変わる
場合）も必要

校 長 変 更 届校長を新たに採用・解職したとき

学 則 変 更 認 可 申 請

入学金、授業料の改定、教育課程表の変更を行おうとするとき
その他学則記載内容に変更が生じるとき

必ず事前に私学課に相談すること

■認可・届出事由と申請・届出

授業料の値上げを行おうとするときは、必ず事前に私学課に相談す
ること

校長が学校法人の理事になっている場合は「役員変更届」も必要

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　由

学
校
関
係
認
可

学 校 廃 止 認 可 申 請

「学則変更届（認可申請）」（位置の記載がある場合）、「寄附行
為変更届」（事務所の所在地も変わる場合）も必要

学
　
　
校
　
　
関
　
　
係
　
　
届
　
　
出

校 舎 変 更 届

広域の通信制課程に係る学則を変更しようとするとき

理事長が変更し（任期満了による再任を含む。）、その登記を完了したとき

特 定 公 益 増 進 法 人
証明申請、税額控除
に 係 る 証 明 申 請

学校（学科）の名称、事務所の所在地（住所）、公告の方法を変更したとき 寄 附 行 為 変 更 届

役 員 変 更 届

証 明 願
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寄附行為変更認可申請

そ
の
他

必ず事前に私学課に相談すること

理事長変更後2週間以内に変更等の登記し、登記完了後速やかに私
学課に届出すること

理 事 長 変 更 届

課程・学科設置（廃
止 ） 認 可 申 請

認
　
可
　
・
　
届
　
出

大
阪
府
所
管
法
人
関
係

理事・評議員の定数や任期等、理事会に関する規定などを変更しようとするとき
その他寄附行為記載内容に変更が生じるとき

資産総額の変更は、寄附行為で定める日（遅くとも6月末日）まで
に登記し、私学課に届出すること

必 要 な 申 請 （ 届 ）

位 置 変 更 届

住 所 変 更 届

名 称 変 更 届

校 地 変 更 届

登 記 完 了 届

注　　　　　　意　　　　　　事　　　　　　項

学 則 変 更 届

学校の名称を変更する場合は「学則変更届」「名称変更届（認可申
請）」も必要


